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内容

1. 最大限エネルギー消費を減らし、
残る部分を再エネへ

2. 屋根上等の太陽光発電を進めるために

3. 地域でどう取り組むか
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最大限省エネ
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これまでの延長線
の活動量想定

省エネ・効率化は
もっとできる

コロナ禍での現
実を踏まえれ

ば？

活動量（生産量や輸送量）

発想の
転換

効
率

再
エ
ネ
へ

• 生産量・消費量の縮小

• 消費のあり方の見直し
（目的は果たし、エネルギーは減らす）

• 無駄の削減、効率化

システム・チェンジ
（社会のあり方の転換）
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電力消費量の見通し
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2020年度発電電力量
約9100億kWh
（OCCTO報告書より）

2020年（暦年）の電源構成推計
（環境エネルギー政策研究所）



再エネのポテンシャルは現在の発電量の1～2倍
（環境省調査）

2030年
約3割削減、
7000～7500億kWh

目指すとすれば

低位
ケース

環境省
ポテンシャル報告書



参考）「レポート2030」での想定
2050年までに再エネ100%でカーボンニュートラルが可能とするシナリオの一つ
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住宅用等太陽光発電

• 環境省：再生可能エネルギー情報提供システム [REPOS(リーポス)] 

「再生可能エネルギー導入ポテンシャル」
http://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/22.html



公共系等太陽光発電



駐車場に・・・

• 環境省パンフレットより https://www.env.go.jp/earth/kankyosho_pr_solarcarport.pdf 13



屋根上などに対する施策 エネ基
関連資料

（2030）新築戸建住宅の
６割に太陽光発電設置
（2050）導入が合理的な

住宅・建築物には太陽光
発電導入が一般的に
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めざすのは「コミュニティパワー」

コミュニティパワーの三原則

•地域の利害関係者がプロジェクトの大半もしくはすべてを所有している
•プロジェクトの 意思決 定はコミュニティに基礎をおく組織によって

おこなわれる
•社会的・経済的便益の多数もしくはすべては地域に分配される

※ うち少なくとも2つを満たすプロジェクトは 「コミュニティ・パワー」として定義される

（出典：世界風力エネルギー協会 コミュニティ・パワー・ワーキング・グループ）
環境エネルギー政策研究所ウェブサイトより
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地域の人々がオーナーシップをもって進める自然エネルギーの取り組み。



自治体から、省エネ・エネルギーシフト！

• 「ゼロカーボンシティ
宣言」
全国ですでに444

自治体
（2021年8月31日時点）

• 省エネ・再エネを
それぞれの地域で
本気で考える時代
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長野県の「ゼロカーボン戦略」
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世田谷区

地産地消

＋自治体間連携

カギは、
人やモノや文化
の交流！
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東京都でも大幅省エネ・エネルギーシフトへ

20



環境省もあと押し

• 環境省「地域脱炭素ロードマップ」 2021年6月9日 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/datsutanso/ 21



自治体の気候変動・エネルギー政策は変えられる！

2030年、2050年
中長期の目標

設定

気候危機宣言
ゼロカーボン宣言

再エネや地域
重視の

電力調達

域内での
再エネ・省エネ

促進

関連自治体と
の連携
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あなたの
自治体でも！

ユニークな取り組
み事例を参考に



自然エネルギーの持続可能性を考える連続ウェビナー

第1回 9月8日（水） 18:30～20:30 （録画あり）

「どう伸ばしていくか？ 地域と共生する風力発電のあり方と可能性とは」

第2回 10月7日（木） 18:30～20:00

「山林開発でない、持続可能な太陽光発電のあり方と可能性とは」

第3回 11月10日（水）18:30～20:00

「輸入型バイオマスは環境負荷大 持続可能なバイオマス利用のあり方とは」

11月10日（水）18:30～20:00

CAN Japan、自然エネルギー100%プラットフォーム

詳細・申し込み ⇒ https://go100re.jp/
23



パブリックコメントを出そう！

24http://ato4nen.com/public-comment/


